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特別寄稿 

NEDOの新たな挑戦 

～新領域・ムーンショット部の取り組み～ 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

新領域・ムーンショット部長 山田宏之 

 

1. はじめに 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技

術総合開発機構（NEDO）は、日本最大級

の公的技術開発マネジメント機関であり、

「エネルギー・地球環境問題の解決」と「産

業技術力の強化」という二つのミッション

を掲げ、企業、大学および公的研究機関の

英知を結集して、技術開発・実証に取り組

んでいる。 

 2021 年 4 月 1 日、NEDO は組織改編を

行い、新領域・ムーンショット部（以下、「新

MS 部」という。）を新たに設置した。 

 新 MS 部は、「挑戦的な研究開発事業の推

進」、「従来のＮＥＤＯの事業領域を越えた

新領域の開拓」及び「技術シーズを実用化

に向けて育てられる人材の育成（支援）」と

いう３つの使命の下、イノベーションシー

ズの創造を目指して事業に取り組むことと

している。（図 1） 

 本稿では、新 MS 部の所掌事業の中から

プログラムマネジメント実施している一例

として、ムーンショット型研究開発のマネ

ジメントを解説する。また、他の新 MS 部

の所掌事業を紹介し、新 MS 部の戦略につ

いて、その方針を述べる。 

 

2. ムーンショット型研究開発 

2.1. MS制度の概要 

日本発の破壊的イノベーションの創出を

目指し、2018 年に総合科学技術・イノベー

ション会議（以下、「CSTI」という。）にお

いてムーンショット型研究開発制度（以下、

「MS 制度」という。）が創設された。MS 制

度では、データマネジメントや国際連携等、

従来にない取り組みは多数盛り込まれてい

図 1 新 MS部のミッション 
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るが、ここではマネジメントの仕組みを中

心に解説する。 

MS 制度は、未来社会を展望し、困難では

あるが実現すれば大きなインパクトが期待

される社会課題等を対象として、CSTI が

人々を魅了する野心的な目標（以下、「MS

目標」という。）を掲げることを特徴として

おり、2021 年 6 月現在、7 つの MS 目標が

決定されている。CSTI によるムーンショッ

ト目標の決定を受け、2020 年 2 月に経済産

業省が MS 目標 4「2050 年までに、地球環

境再生に向けた持続可能な資源循環を実現

（図 2）」の「研究開発構想 1)」を策定し、

NEDO がその推進を担うこととなった。 

 MS 制度のマネジメントに関する基本的

な指針は、「ムーンショット型研究開発制度

の運用・評価指針 2)」に規定されている。同

指針に基づく MS 制度の推進体制を図 3 に

示す。 

同指針では、MS 目標の達成のため、それ

ぞれの MS 目標の下に、プロジェクトマネ

ージャー（以下「PM」という。）が推進す

る複数の研究開発プロジェクト（以下「プ

ロジェクト」という。）を採択し、それらで

構成されるプログラムを統一的に指揮・監

督するプログラムディレクター（以下「PD」

という。）を NEDO のような研究推進法人

が任命することとされている。 

 PD は、「MS 目標を戦略的に達成してい

くためのポートフォリオ（プロジェクトの

構成（組み合わせ）や資源配分等の方針を

まとめたマネジメント計画）の案を構築し、

研究開発を挑戦的かつ体系的に推進する」、

「ポートフォリオの構築にあたっては、原

則、研究手法の異なるプロジェクトを複数

組み合わせる」、「ポートフォリオに基づく

研究開発の進捗状況を常に把握して、進捗

に応じて資源の重点配分や、プロジェクト

の中止など、常にポートフォリオを見直し

ながら、PM に対して統一的な指揮・監督

を実施する」等が求められている。 

 PM にはプロジェクトの推進に係る権限

が付与され、公募時に提案したプロジェク

トをより高質・良質なものにするための作

り込みを行い、プロジェクト計画書を策定

図 2 新たに実現する資源循環の例 図 3 MS 目標４の推進体制 
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し、プロジェクトを戦略的に実施すること

が求められている。 

 MS 制度のプログラム範囲は一組織の枠

を越えたものであるが、MS 目標、研究開発

構想といったプログラムミッションの下で、

複数のプロジェクトを実施していく構造は、

P2M の考え方を適用できる事例だと考え

ている。 

 

2.2. NEDO におけるムーンショット型研

究開発のマネジメント 

NEDO は、PD に公益財団法人地球環境

産業技術研究機構（RITE）の山地憲治副理

事長・研究所長を任命した後、MS 目標、研

究開発構想の考え方 3)及び PD の方針を反

映した公募要領を作成してプロジェクトの

公募を開始し、2020 年 8 月には 13 のプロ

ジェクトを採択した。 

採択したプロジェクトは（1）大気中に拡

散した CO2を回収、資源転換する技術の開

発、（2）窒素化合物を回収、資源転換、無害

化する技術の開発、（3）生分解のタイミン

グやスピードをコントロールする海洋生分

解性プラスチックの開発、に大別される。

MS 目標の「資源循環」に合わせて示した図

を図 4 に示す。各プロジェクトの詳細は

NEDO の Web サイト 4)を参照されたい。  

 採択決定後、NEDO は、PD のマネジメ

ントを補佐するべく、上記 3 つの開発分野

と取り組む開発技術を考慮して 4 つの分野

を設定し、それぞれにサブプログラムディ

レクター（以下、「サブ PD」という。）を設

置した。また、その下に技術的観点や社会

実装の観点などから多面的なマネジメント

を行うべく、産学の有識者からなる分科会

を設置し、PD 及びサブ PD のマネジメン

トを支援する体制を構築している。図 5 に

体制を示す。 

 各分科会では、対象プロジェクトの特性

に応じて、ELSI（倫理的・法的・社会的課

題）など、社会実装に向けた課題の解決に

知見のある方、LCA の専門家、エンジニア

リングの視点からコメントいただける方な

ど、アカデミアに限らず産業界からも幅広

く有識者として参画していただいている。

今後は、人文・社会科学と自然科学の融合

図 4 MS 目標 4で取り組む研究開発 
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による「総合知」5)の活用も視野に、横断的

な調査事業も実施していく予定である。 

3. 新 MS 部の所掌事業 

 新 MS 部では、前項で述べたムーンショ

ット型研究開発以外にも特色ある研究開発

プログラムを実施している。ここで簡単に

紹介したい。 

3.1. 新技術先導研究プログラム 

本プログラム（表 1）は、飛躍的なエネル

ギー効率の向上を含む脱炭素社会の実現に

資する有望な技術や新産業創出に結びつく

技術のシーズを発掘し、先導研究を実施す

ることにより有望な技術を育成して、将来

の国家プロジェクトにつなげていくことを

目的としている。 

本事業の実施にあたっては、今後取り組

むべき研究開発内容について情報提供依頼

（RFI：Request for Information）を行う

など、広く研究開発に関する情報を収集し

た上で、予め本事業の公募対象となる研究

開発課題を設定し、公募を行うこととして

いる。これまで、155 テーマの先導研究を

実施し、約 4 割（のべ 91 テーマ）が国家

プロジェクトにつながっている。（図 6） 

3.2. 未踏チャレンジ 2050 

対象者 

企業と大学・研究機関による産学連

携体制、または、大学・公的研究機

関のみの体制 

委託金額上限 
産学連携の場合 １億円／年 

大学等のみの場合 ２千万円 

事業期間 
原則 12 ヶ月（最長 2 年） 

（大学等のみの場合 12 ヶ月以内） 

図 5 MS 目標 4のマネジメント体制 

     

   

  

   

        
      

        
        

       
    

図 6 新技術先導研究プログラム実施テー

マの国家プロジェクト化の状況

（2021年６月 1日時点） 

表 1 新技術先導研究プログラムの条件 
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本事業（表 2）は、2050 年頃を見据えた

温室効果ガスの抜本的な排出削減を実現す

る技術を対象に、既存技術の延長線上にな

く、従来の発想によらない革新的な技術シ

ーズの探索・創出を目的として実施してい

る。まだ実施中であるが、成果も出つつあ

り、今後に期待している。 

 

表 2 未踏チャレンジ 2050の条件 

対象者 原則、企業と大学・研究機関による

産学連携（ただし、大学・研究機関

の代表は 40 歳未満の若手研究者） 

委託金額上限 500 万円～2000 万円／年 

事業期間 最長 5 年（途中でステージゲート

審査を実施） 

対象分野 エネルギー・環境分野 

 

3.3 官民による若手研究者発掘支援事業

（若サポ） 

 本事業（表 3）は、実用化に向けた目的指

向志向型の創造的な研究を行う大学等に所

属する若手研究者を対象に、企業との共同

研究形成を促進する支援を行う。我が国に

おける新産業創出に貢献する人材の育成を

目的としており、若手研究者と企業とのマ

ッチングを支援するマッチングサポートフ

ェーズと企業と若手研究者の共同研究を加

速する共同研究フェーズで構成される。特

にマッチングサポートにおいては、若手研

究者の研究シーズを企業に紹介するための

イベントや企業との共同研究に繋げるため

の成功事例の紹介等の集合研修を行うなど、

様々な支援を行っている。 

2020 年度に開始し、これまで 94 テーマ

を採択した。 

表 3 官民による若手研究者発掘支援事業

（若サポ）の条件 

マッチングサポートフェーズ 

対象者 大学等に所属する若手研究者 

助成金額上限 500 万円／年 

事業期間 最長 2 年（共同研究フェーズに進

んだ場合、最長 5 年） 

共同研究フェーズ 

対象者 大学等に所属する若手研究者 

助成金額上限 3000 万円／年 

事業期間 最長 5 年 

 

4. 新 MS 部のマネジメント方針 

 これまでに紹介した事業は、一部を除き、

それぞれ独立して企画、設計され、それぞ

れ最適化が図られてきた。各事業とも一定

の成果をあげてきている。一方で、事業終

了後の出口戦略の構築や、「若サポ」のよう

な新規事業との関係整理、あるいは国家プ

ロジェクトからのフィードバックの取り扱

い等、事業間連携については、まだ改善の

余地がある。 

 そこで新 MS 部では、これらを独立した

事業、マルチプロジェクトのように考える

のではなく、イノベーションシーズ創造を

目指す戦略、プログラムミッションの中で

位置づけ、各事業をつなぐパスもあらため

て定義するべく検討を開始した。事業横断

的に技術、人材、進捗等の情報を共有し、新

MS 部として全体最適を図ることで、さら

に社会実装実現の可能性を高めることでき

ると期待している。検討も表現もまだ十分

とは言えないが、図７に新 MS 部の事業の

位置づけと事業間連携の一例を示す。 

 こうした検討と並行して、具体的な取り

組みも始める。イノベーションシーズとし
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て良い技術を開発するためにも、社会実装

実現の可能性を高めるためにも、まずは社

会実装の「入り口」部分の強化すなわち提

案数の増加に取り組む。 

「入り口」とは、図 7 の左側に位置する

RFI や若サポ等の事業を指す。RFI や「若サ

ポ」は、事業分野の制約が少なく、様々なア

イデアを取り込むツールとして非常に有効

であり、「新領域」に取り組むためには有効

なツールである。未踏チャレンジ 2050 も分

野の制約はあるものの、事業化計画を重視

する NEDO 事業の中では、比較的自由度が

ある事業である。 

こうした「入り口」での提案を増やすた

め、事業紹介活動の強化（人文社会系から

の技術開発提案の発掘等、従来は十分コミ

ュニケーションをとっていなかった領域に

も拡大）、提案障壁の最小化に向けた公募の

仕組みの改善、それに伴う審査プロセスの

見直し等の検討に着手したところである。 

 

 

5. おわりに 

新 MS 部創設から 3 ヶ月弱。各事業や新

MS 部としてのミッションプロファイリン

グも引き続き取り組む必要がある。イノベ

ーションシーズ創造の実績をあげるべく、

P2M を活用し、より良い事業運営に取り組

む考えである。 
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図 7 事業の位置づけと事業間連携の例 
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